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いうことが出てきたわけです。統計委員会の方では、2017 年の 3 月に国民経済計算体系的

















した。あとは皆さんもご存知の通り、生産側の GDP と支出側の GDP と分配側の GDP が























































また、皆様ご存知の通り、今後のスケジュールでは GDP 推計や産業連関表については 5 年
に 1 回のペースで変わっていきます。いま SUT の移行が始まってから、最終的にいつぐら
いに移行が完了するのかについては、スライドにあるように、2030 年を予定しています。
2030 年移行に向けて 2020 年表と 2025 年表を直していくということになります。2020 年













への移行や GDP 推計の改革も全く同じような感覚を持って進めているところであります。 
 対応としては、総務省や内閣府が中心となって基幹統計及び加工統計から構成される
SUT 体系移行チームを設置し、統計委員会が司令塔として SUT 体系に係る整備方針の策定
などを主導し、進捗状況について定期的に、チェックするという体系ができました。これ



























本だと生産物分類は 2000 ほどあり、産業が 100 くらいあるのに対して、アメリカでは 5000





















































ばなりません。今お話ししたように、SUT 体系や産業連関表に関して、実は MIT のアセモ
グルなどの有力学者やその周辺にいる若手の研究者たちも研究を始めていまして、必ずし
も産業連関表は時代遅れの概念ではなく、今の現代経済を分析する、特に産業構造が変わ
っていくようなダイナミックな動きをとらえるという意味でも、企業と企業のネットワー
クなどを考える上では、フレームワークとしては非常に有効だと思われます。そのことを
学生が理解して、研究者の仲間に入ってくれるとありがたいと思います。統計委員会とし
ては、その人材の育成をこの学会にぜひお願いしたいということで私の話を終わらせてい
ただきます。どうも、ご清聴ありがとうございました。 
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